
第４回 新潟市下水道中期ビジョン検討委員会資料

浸水対策率 目標 79.2% ⇒ 見込 72.7% 汚水処理人口普及率 目標 87.5% ⇒ 見込 88.2%(政令市 19位 平均 90.4%)
都市浸水対策達成率(5年確率) 見込 58.7%(政令市 11位 平均 63.8%) 下水道処理人口普及率 目標 85.2% ⇒ 見込 85.4%(政令市 17位 平均 97.2%)

現中期ビジョン（H26～30年度）主な指標達成見込み

都市浸水対策達成率(5年確率) 見込 58.7%(政令市 11位 平均 63.8%) 下水道処理人口普及率 目標 85.2% ⇒ 見込 85.4%(政令市 17位 平均 97.2%)
長寿命化計画策定 管渠 目標 41.0km ⇒ 見込 52.6km 接続世帯数(接続率) 目標 291,500世帯(93.3%) ⇒ 見込 288,600世帯(90.4%) 

処理場・ポンプ場 目標 24施設 ⇒ 見込 27施設 (政令市 17位)
ストックマネジメント計画策定 H30末完了(予定) 合流式下水道改善率 目標 87% ⇒ 見込 69%
管渠耐震化 目標 5.9km ⇒ 見込 4.6km ※政令市平均はH28年度決算数値より

新潟市下水道の現状 ● 地理的特徴

＜新潟市の地盤高＞
＜総延長 H29 約3,600km＞ ＜ポンプ場数 H29 49箇所＞ ＜ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ総数 H29 687箇所＞

【1人あたりの管渠延長】
（km/人） 【10万人あたりのポンプ場数】 （箇所/10万人）
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【10万人あたりのﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ数】 （基/10万人）
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（出典：新潟市HP「地盤高図(標高図)」）

【海抜ゼロメートル地帯の割合】
東京都区部 約2割（約41㎢／225.21㎢）
大阪市 約2割（約120㎢／618.89㎢ ）
新潟市 約3割（約215.09㎢／726.45㎢ ）

＜東京都区部＞ ＜大阪市＞
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●海抜ゼロメートル地帯のため，雨水排水はポンプ排水に頼っている

●低平地が広域であるため，汚水を処理場まで送水する間にポンプアップが必要となり，マンホールポンプ

などの中継施設が必要

●１人あたり管渠延長が4.4kmで政令市平均3.6kmを上回り，第４位の延長となっている

●10万人あたりポンプ場・マンホールポンプ数は政令市中で１番多くなっている
（出典：国土地理院HP「デジタル標高地形図(東京都区部・大阪市)」）

（出典：下水道データベース（平成27年度末））
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東部処理区

船見処理区

中部処理区

北部処理区

新潟市下水道の現状 ● 整備の状況

(単位：ha)

全体計画 14,368.61

事業計画 10,216.41 (5,941.84)

重点地区 6,551.39 (3,089.82)

【浸水対策】 【未普及対策】

【中央区】
175,961人

【東区】
137,438人（汚水処理未整備）

単独浄化槽
くみ取り人口

生活雑排水未処理
＜全市の状況＞
794,166 人

単独・汲み取り
9.5万人

【区別 汚水処理人口普及率・接続率 比較（H20 ‒ H29）】

Ⓟ

Ⓟ

重点地区
（H10.8.4に床上浸水被害があった主な区域）

西部処理区

白根処理区
新津処理区

一般地区 3,665.02 (2,852.02)

※(  )内は整備済面積
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⇑

96.2%

87.1%
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67.5%

89.9%
【北区】
74,782人

84.8%

88.3%

62.2%

78.6%

【江南区】
69,030人

87.0%

91.1%

95.2%

96.7%

くみ取り人口

接続率

普及率

（未接続）
単独浄化槽
くみ取り人口

普及率

公共下水
合併浄化槽整備
69.9万人

77.1%

88.0%

87.7%

90.0%

公共下水接続
61万人

5.8万人

9.5万人

Ⓟ

※整備済：計画降雨に対する整備が終了した面積
※計画面積はH27年末時点の値

既整備区域

整備中・整備予定

一般地区

Ⓟ 新規ポンプ場

（H10.8.4に床上浸水被害があった主な区域）

【東区】 【秋葉区】 【西区】【中央区】 【江南区】 【南区】【北区】

【全市】H20 48.7% ⇒ H30 72.7

【区別 浸水対策率 比較（H20 ‒ H30）】

33.7%
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25.9%

47.6%

【西蒲区】
57,737人 【秋葉区】

77,317人
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86.7%
82.0%

96.9%

【南区】
45,158人

29.5%

47.0%

49.4%

58.4%政令市の状況(H28・95%以上)

汚水処理普及率 16市

（新潟市 19位）

下水道処理普及率 13市

（新潟市 17位）

下水道接続率 16市

（新潟市 18位）

H30時点

H20時点

〈主事業箇所〉

〈山ノ下〉

83.4%

24.0% 25.2%

100%
〈坂井輪〉
〈五十嵐〉

70.9%
74.2%

〈鳥屋野・万代・下所島〉

57.3%

57.9%

95.5%
100%

〈松浜〉

39.3%

●新潟市の下水道整備は他

政令市に比較し着手が遅

く，政令市平均に比べて

普及率は低い

●新潟市においても，合併

市町村を中心に着手が遅

く，整備途中である西蒲
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【汚水処理人口普及率 政令市比較】

●過去に浸水被害があった重点地区の整備が途中であり，今後も整備を進める

必要がある

●整備にあたっては，事業費が多額となるため，優先順位を整理したうえで段

階的な整備が必要となってくる

東区 433件 西区 275件中央区 710件 0%
(浸水対策件数)
1,694件0%

く，整備途中である西蒲

区，南区などは普及率が

低い状況にあり，地域の

状況にあわせ整備を進め

ている

98.3%
97.8%
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95.0%

89.9%
89.3%
88.3%
88.0%

81.9%
78.6%

47.6%
47.0%

広島市
相模原市

秋葉区
江南区
熊本市

さいたま市
西区

静岡市
浜松市

新潟市平均
岡山市
北区

西蒲区
南区 新潟県平均86.6％

政令市平均96.5％

全国平均90.4％

出典：国土交通省ＨＰより（平成28年度末）
平成29年度にいがたけんの下水道より ※新潟市は平成29年度末実績による
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新潟市下水道施設の状況

【施設の整備及び老朽施設遷移】
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【老朽管延長と老朽施設数の遷移】

今後30年間で下水道施設の老朽化が急激に進行

【老朽管延長と老朽施設数の遷移】【老朽管延長と老朽施設数の遷移】【老朽管延長と老朽施設数の遷移】
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下水道管に起因する道路陥没発生箇所
（平成27～29年度)

【中心市街地における陥没発生箇所】 ●維持管理費は大都市平均の約５～６割
●整備が早い他都市に比べ，維持管理に投じる費用が少ないが，今後施
設の老朽化が進むことにより施設メンテナンスに投じる費用の増加が
見込まれる

出典：H27年度決算統計(流域下水道含まず。人件費含む)
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【各処理区毎の発生件数】

処理区 船見 中部 白根 東部 北部 新津 西部 島見 合計

H27 21 38 1 12 12 1 3 0 88

H28 11 35 1 9 7 5 1 0 69
H29 16 19 0 4 5 5 4 0 53

合計 48 92 2 25 24 11 8 0 210

【道路陥没の状況】
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下水道施設の維持管理・更新

【施設の老朽化状況】
H29年度末

全施設
標準耐用
年数

超過施設 割合

3,600 50 50 約2%

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 4,700 2,560 約54%

施設

管渠（㎞）

建設事業費推移見込

【施策別 建設事業費推移見込】※事業費見込みについては想定のため，今後精査により増減する

21.6250

事業費

億円

改築更新・地震対策 浸水対策
合流改善 未普及対策
合併建設 合併建設以外

262.6

合併

処理場 3,100 1,560 約51%

ポンプ場 3,700 2,100 約57%

計 11,500 6,220 約54%

全施設
目標耐用
年数

超過施設 割合

7～20
機械・電気
設備（基）

施設

延命化（標準耐用年数の1.5～2.0倍）

156.0

106.6

58.1

163.4

3.1

74.5

57.6

78.6

24.6
53.8

69.2

100

150

200

141.5

160.4 161.0

合併

建設事業費を170億円／年推移と想定

施設老朽化により改築・更新が増加傾向

年数

3,600 75 ― ―

ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ 4,700 970 約21%

処理場 3,100 590 約19%

ポンプ場 3,700 720 約20%

計 11,500 2,280 約20%

10～40
機械・電気
設備（基）

管渠（㎞）

※目標耐用年数とは、予防保全型の維持管理を実施することで、標準耐用年数の約1.5倍～2.0倍の
期間まで使い続けることを目指した年数

＜建設事業費＞
●施設の老朽化対策のため，計画的な改築・更新が必要
●建設事業費に占める改築・更新費の割合が増加傾向となる

＜企業債＞
●過年度整備により借 れた企業債償還も今後増加傾向となる

※施設数については 各施設にある総設備数を記載
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選択と集中による効果的な施設整備
・浸水対策 ・合流改善
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2,000 
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標準耐用年数で更新 目標耐用年数で更新 現ビジョン事業費

（58 ～ 84億円/年） （36億円/年）
（億円）

【改築更新】事業費推移想定

（128億円/年）

縮減額
1,171億円

目標耐用年数

●過年度整備により借り入れた企業債償還も今後増加傾向となる

※ 選択と集中による施設整備により，企業債の新規発行額を抑制し，企業債残高の削減を
進め，経費支出の削減を図る

※施設数については，各施設にある総設備数を記載

3,382 3,391

3,238

3,213

3,229

3,191

3,146

3,098

3,046

2,500

3,000

3,500

億円

【企業債残高 推移見込】※事業費変動により今後増減する場合あり

272

163

194 198
215 213 218 222 230

200

250

億円

【元金償還金 推移見込】※事業費変動により今後増減する場合あり
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143億円

標準耐用年数

管渠

施設
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163
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※今後の推移については建設事業費想定ベースで見込んだもの
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今後の見通し 今後の検討課題①

【施設の維持管理費】～ 事後保全型管理から予防保全型管理へ ～

●持続可能な下水道事業に係るリスクマネジメント

課題（リスク想定） 出 口

管 渠
限られた予算の中，事後対応により
道路陥没が広域的に発生 維持管理予算の集中投入

124.3
126.1

124.4
125 

130 

【下水道使用料収入見込み】

●処理区域や接続率など現状ベースで人口減少のみを反映した収入見込み
(億円)

管 渠
道路陥没が広域的に発生 維持管理予算の集中投入

予防保全体制、計画の構築
施 設

限られた予算の中，事後対応により
故障発生で浸水被害の可能性

維持管理費抑制により既に悪いスパイラルに突入
積み残し分は集中的に対策を講じる必要がある

107.1

112.4

120.7

124.3 124.4

121.7

118.3

114.3

109.7

107.8110 

115 

120 

125 

Ｈ３０をピークに
減少が続く

【予防保全型による維持管理費の推移（イメージ）】

項 目 要 因 傾 向

使 用 料 人 口 減

【汚水維持管理費及び下水道使用料に係る今後の見通し】

107.1

100 

105 

H18 H20 H25 H30 H35 H40 H45 H50 H55 H57

予防保全型維持管理費
維持管理費(修繕・工事費)

維持管理費(修繕・工事費除く)

時間経過

効
果
額

費

用

使 用 料 人 口 減

維持管理費 管渠、ポンプ増

資 本 費 改築、更新

資本費
74億円

資本費
＋数億円

標準耐用年数で更新

③延命化(現予算×1.7倍)で更新
費

【改築事業費累計（管きょ ＋ 設備）イメージ】

＜延命化の考え方＞
①現予算規模で更新
②現予算×約1.3倍
③現予算×約1.7倍

【施設の改築・更新】

 使用料は減少
 維持管理費は増加
 資本費は大幅増加

赤字経営の可能性

平成２９年度の状況

維持管理費
44億円

使用料
124億円

数年後の状況
（イメージ）

維持管理費
＋数億円

使用料
－数億円
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H31 H33 H35 H37 H39 H41 H43 H45 H47 H49 H51 H53 H55 H57 H59

②延命化(現予算×1.3倍)で更新

①延命化（現予算）で更新

③延命化(現予算×1.7倍)で更新

時間経過

用



今後の検討課題② 今後の検討課題③

【施設更新の方策】

○施設更新を実施する際の対象と単位、手段（イメージ）

対 象

管 渠

単 位

個 別

手 法

民間委託

【未普及対策】

○現整備ベースによる汚水処理人口普及率推計（イメージ）

94%

95%

96%

ポンプ

処理場

複 数

一 括

ＰＦＩ

コンセッション

（組み合わせ例）
（管渠＋ポンプ） × （単独処理区） × 民間委託
（処理場） × （４処理区） × コンセッション

施設更新の方策は組み合わせにより無数に存在する

効果やリスクを総合的に勘案し最適策を検討する必要がある ●現在 整備計画において汚水処理人口普及率92.4％を目標としているが 現整備ベースで

(H30)

88%

89%

90%

91%

92%

93%

94%

2018 2028 2038 2048 2058 2068 2078 2088

現整備ベース

(下水15.8億，浄化槽(67基/年))

2052

目標値 92.4%

※事後保全型管理から予防保全型管理への転換(ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画)
適切な維持管理，改築更新による安定した下水道サービスの提供

効果やリスクを総合的に勘案し最適策を検討する必要がある

【浸水対策】

●既往の時間最大降水量
は，新潟市は他都市と比
べ大きい

●時間最大降雨量の平均で
みると他都市並み。

●現在，整備計画において汚水処理人口普及率92.4％を目標としているが，現整備ベースで

推計すると2052年に達成する見込みとなり，整備期間が長期となる

●現整備ベースによる整備をした場合，目標 92.4％までの総事業費見込みは約540億円

※限られた財源の中，「改築更新」「浸水対策」のほか，「地震対策」
「合流改善」など，新規・既存施設整備を緊急度・優先度などにより
選択と集中によるバランスの取れた施設整備が必要

【組織体制の強化】

●新潟市の平成29年度末職員数は200人（28年度比▲6人）

0 20 40 60 80 100 120

静岡

新潟

名古屋

《既往の時間最大降水量》

新潟

(mm/hr)

0 20 40 60

熊本

静岡

浜松

《時間最大降水量の平均値》
(mm/hr)

みると他都市並み。
毎年，時間30mmを超える
雨が降ってもおかしくな
い状況

●浸水対策は、総降水量よ
り、時間最大降水量がポ
イント

➣ 市街地（万代，下所
島，山の下など）におい
て，雨水の整備水準が

維持管理に係る職員数については，

・管渠職員一人あたり布設延長は125.6km

（浜松市除く政令市平均：147.7km (参考)浜松市：718.2km）

・ポンプ場１箇所あたり職員数は0.56人

（浜松市除く政令市平均：1.00人 (参考)浜松市：0.00人）

・処理場１箇所あたり職員数は1.75人

（浜松市除く政令市平均：12.54人 (参考)浜松市：2.09人）

建設部門の職員数は72人で，職員一人あたりの建設改良費は2.4億円

（浜松市除く政令市平均：1.8億円 (参考)浜松市：1.6億）

名古屋

福岡

相模原

熊本

堺

横浜

京都

浜松

大阪

岡山

北九州

仙台

千葉

浜松

福岡

相模原

横浜

名古屋

北九州

京都

千葉

広島

神戸

大阪

堺

新潟新潟て，雨水の整備水準が
19mm/hrの地区がある
➢ 現在の計画確率降雨
（50mm/hr）が，将来，
毎年降る雨になる可能性
がある

※浸水対策は着実に進めなければならないが，事業費・事業期間が
かかることから効率的な整備が必要

（浜松市除く政令市平均：1.8億円 (参考)浜松市：1.6億）

※平成28年度決算統計及び決算額により試算

●新潟市より管渠の一人あたり布設延長が長い場合，またポンプ場・処理場の一人あたり

の職員数が少ない場合，委託化が進んでいるなどの要因が考えられ，人件費と委託費と

の関係などさらなる分析が必要である
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※今後，安定した下水道サービスの提供のため，維持管理や改築更新に
あたる技術職員の確保や技術継承など，組織体制の強化を図る

千葉

広島
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ＭＥＭＯ今後の検討イメージ

【今後検討を進めるうえでの時間軸でみた視点】

検 討 の 視 点

短 期（1～2年）

 道路陥没・施設故障などを防ぐため，維持管理予算を集中投入

し，事後保全から予防保全への転換

 快適な生活環境の実現，経営基盤の強化などのため，既整備地区

の接続率向上（支援制度の拡充など）

 施設更新にＰＰＰ手法導入の可能性検討

 ストックマネジメントを前提とした組織体制の強化

中 期（概ね5年）

 予防保全型管理による適正な維持管理を図り，施設を延命化

 下水道と合併処理浄化槽の総合的整備による普及率向上

 ＰＰＰ手法（包括的民間委託）適用範囲の拡大

長 期（概ね10年）
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長 期（概ね10年）

 ＰＰＰの活用による施設更新の実施

 将来の需要減を見越し，統廃合を含めた広いエリアでの最適化


